
平成２１年度　９月補正予算の概要

伊 万 里 市

平 成 ２ １ 年 ９ 月
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2

　今回の補正予算は、歳入において普通交付税の確定に伴う補正のほか、平成２０年度決

算に伴う繰越金等を計上し、歳出において、地域共生ステーション（宅老所）推進事業、子育

て応援特別手当給付事業、緊急雇用創出基金事業、伊万里牛素牛生産拡大事業基金、道

路維持事業、橋梁長寿命化修繕計画策定事業、小・中学校施設管理事業、災害復旧事業、

その他当面急を要する一般経費を計上した。

2,383,163

増 減 額 増 減 率

22,256,288 12.0

平 成 ２ ０ 年 度 同 期 比

％千円

予 算 規 模 （ 一 般 会 計 ）

平成 ２ １年度
９月補正後の額

千円 千円

平成２１年度９月補正の概要

千円

基　本　方　針

20,522,249 1,734,039 19,873,125

平 成 ２ １ 年 度
現 計 予 算 額

平 成 ２ １ 年 度
９ 月 補 正 額

平 成 ２ ０ 年 度
９月補正後の額

千円
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平成21年度

9月補正額

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 16,566

9 465,526

10 0

11 21,665

12 0

13 431,499

14 328,656

15 3,066

16 311

17 36,883

18 260,148

19 9,419

20 160,300

1,734,039 100.0 2,383,163 12.0歳 入 合 計 22,256,288 100.0 19,873,125

2.5 77,161 15.3

市 債 2,479,400 11.2 1,689,100 8.5 790,300 46.8

諸 収 入 582,708 2.6 505,547

3.0 375,940 62.6

繰 越 金 260,149 1.2 286,239 1.4 △ 26,090 △ 9.1

繰 入 金 976,189 4.4 600,249

0.2 △ 8,962 △ 22.1

寄 附 金 2,529 0.0 3,474 0.0 △ 945 △ 27.2

財 産 収 入 31,594 0.1 40,556

10.4 948,274 45.8

県 支 出 金 1,908,372 8.6 1,578,285 7.9 330,087 20.9

国 庫 支 出 金 3,018,975 13.6 2,070,701

2.3 8,636 1.9

使 用 料 及 び 手 数 料 336,309 1.5 331,050 1.7 5,259 1.6

分 担 金 及 び 負 担 金 460,962 2.1 452,326

18.5 887,965 24.1

交通安全対策特別交付金 11,800 0.1 13,800 0.1 △ 2,000 △ 14.5

地 方 交 付 税 4,567,169 20.5 3,679,204

0.7 △ 41,600 △ 30.7

地 方 特 例 交 付 金 91,787 0.4 136,203 0.7 △ 44,416 △ 32.6

自 動 車 取 得 税 交 付 金 94,000 0.4 135,600

2.7 2,400 0.4地 方 消 費 税 交 付 金 540,000 2.4 537,600

1.9 △ 40,200 △ 10.6

利 子 割 交 付 金 23,000 0.1 19,900 0.1 3,100 15.6

地 方 譲 与 税 339,900 1.5 380,100

構成比 増減額 増減率

市 税 6,524,245 29.3 7,390,391 37.2 △ 866,146 △ 11.7

３　一般会計９月補正後予算額の対前年度比較表（一般会計）

（歳入） （単位：千円、％）

款　　　　　　　　　　　　　年度

平成21 年度9 月補 正後
(A)

平成20 年度9 月補 正後
(B)

比 較
(A) － (B)

金額 構成比 予算額

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

5,500

1,700

0.0

0.0

13,500

9,300

△ 59.3

△ 81.7

0.1

0.1

△ 8,000

△ 7,600
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平成21年度

9月補正額

1 0

2 678,291

3 79,414

4 14,497

5 114,650

6 90,260

7 6,443

8 200,902

9 3,415

10 143,673

11 402,494

12 0

13 0

14 0

1,734,039歳 出 合 計 22,256,288 100.0 19,873,125 100.0 2,383,163 12.0

0.4 5,105 6.2

予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.2 0 0.0

諸 支 出 金 87,990 0.4 82,885

0.4 346,960 412.8

公 債 費 2,520,173 11.3 2,600,467 13.1 △ 80,294 △ 3.1

災 害 復 旧 費 431,009 1.9 84,049

4.0 36 0.0

教 育 費 2,546,772 11.4 1,707,646 8.6 839,126 49.1

消 防 費 791,674 3.6 791,638

1.9 72,417 18.8

土 木 費 2,403,688 10.8 2,107,342 10.6 296,346 14.1

商 工 費 456,658 2.1 384,241

0.4 157,827 222.3

農 林 水 産 業 費 1,069,595 4.8 860,023 4.3 209,572 24.4

労 働 費 228,815 1.0 70,988

30.2 69,310 1.2

衛 生 費 1,931,783 8.7 1,814,155 9.1 117,628 6.5

民 生 費 6,064,533 27.3 5,995,223

1.3 △ 1,715 △ 0.7

総 務 費 3,438,762 15.5 3,087,917 15.5 350,845 11.4

議 会 費 254,836 1.1 256,551

款　　　　　　　　　　　　　年度

平成21 年度9 月補 正後
(A)

平成20 年度9 月補 正後
(B)

比 較
(A) － (B)

金額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

（歳出） （単位：千円、％）
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４　事　業　概　要
（一般会計） ●・・・新規事業

特定財源 一般財源

千円 千円 千円

事 業 名
５ つ の
まちづくり

総　務　費

財 源 内 訳
事 業 費

30,486

旧恩給組合追加費用負担金の増額

(1) 支出先　佐賀県市町村職員共済組合

(2) 追加費用

　　※追加費用率の増率に伴うもの

　　　当初44.3/1000⇒今回55.3/1000

    　計算式：H21.4.1現在給料額×12月

　　　　　　　×追加費用率

説 明

防犯灯設置費助成事業 551 551

防犯灯設置費補助金
(1) 申請行政区数　58行政区（6月末申請締切）
(2) 申請基数      94基
(3) 補助申請額　　1,150,184円（既決600千円）
　（補助額：総事業費の1/2、１基25千円上限）

旧恩給組合負担金事業 30,486

定住自立圏共生ビジョンの策定等に要する経費
(1) 懇談会委員謝礼   236千円
　　15名×3回
(2) 懇談会委員旅費　　45千円
　　15名×3回
(3) 総務省協議旅費 　150千円
　　日帰り2名
(4) 懇談会時お茶代     5千円
　15名×3回

財産管理事業 3,194

（県）
1,154
（財）
2,239

1,248

　地域のＩＣＴ（情報通信技術）利活用の促進を

図るため、相談員を配置したブロードバンド環境

にある「拠点」を整備し、ＩＣＴに関する相談・

研修を受けられる体制をつくる。

〇拠点整備費（県補助1/2）

(1) 「拠点」場所　市民図書館内

(2) 整備内容

　・備品購入費                967千円

（ノートパソコン5台、ネットワーク機器一式）

　・工事　　　　　　　　　　1,528千円

（ネットワーク構築及び配線等工事）

　※人的配置（相談員）は、緊急雇用で対応。

△199

里山エリア再生交付金事業（市有林の利用間伐業

務委託分）

(1) 委託先　　伊万里西松浦森林組合

(2) 委託面積　5.0ha(既決0.6ha)大川町立川

　　　　　　　字大光191番地1

(3) 委託内容　間伐本数1,762本（3残1伐の

　　　　　　　列状間伐・定性間伐）、作業

　　　　　　　路300m

(4) 財産収入　立木売払収入

●
定住自立圏構想推進事
業

436 436

地域情報化一般事業
（●佐賀県インター
ネット寺子屋整備事業
を活用した拠点整備事
業）

2,495
（県）
1,247
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

民　生　費

4,000
（県）
2,000 2,000

　介護保険によらず、高齢者を日中預り、必要に

応じて宿泊する等のサービスを提供する宅老所の

開設事業者を支援するため、補助を行う。

・事 業 者　㈱瑞祥

・事 業 費　14,243千円

・補助金額　 4,000千円（県1/2　市1/2）

４．
安心して
子供を産
み育てる

●
子育て応援特別手当給
付事業

62,038
（国）
62,038

　子育て家庭に対する生活安心の確保を図ること

を目的に、幼児教育期（小学校就学前３年間）の

子に対して、子育て応援特別手当を支給する。

・申請期限　申請受付開始日から6ヶ月

・支給対象となる子

　平成15年4月2日から平成18年4月1日

　生まれの子

・支給対象となる子の人数　1,630人

・申請、受給者

　支給対象となる子の属する世帯の世帯主

・支給額

  支給対象となる子1人につき36,000円

・事業費内訳　給付金　58,680千円

　　　　　　　事務費　 3,358千円

・負担割合　国10/10

●
地域共生ステーション
（宅老所）推進事業

　日本脳炎の予防接種の委託料等について、接種
者の増、及び新ワクチンの一部導入に伴い単価が
増えたことにより不足するため増額する。

・年間接種見込
　900人→1,050人（うち新ワクチン600人）
・ワクチン単価
　1,318円→3,402円（新ワクチン）

●
住宅手当緊急特別措置
事業

3,300
（国）
3,300

　景気の悪化により離職を余儀なくされた者のう

ち、住宅を喪失している者、又は喪失するおそれ

のある者に対して、住宅の確保と就労機会の確保

に向けた支援として住宅手当の支給を行う。

・実施期間　平成21年10月～平成22年3月

・対象者　離職者で就労能力・就労意欲のある者

　　　　　のうち、住宅を喪失している者、又は

　　　　　喪失するおそれのある者

・対象人数（見込）　14人

・支給額限度額　37千円/月

・事業費内訳　住宅手当　3,108千円

　　　　　　　事務費　　　192千円

・負担割合　国10/10

衛　生　費

２．
日本一の
健康長寿

予防接種事業 1,883 1,883
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

12,541 12,541

　特定の年齢に達した女性に、検診手帳及び子宮

頸がん・乳がん検診無料クーポン券を送付するこ

とにより、女性特有のがん検診の受診を促進する

とともに、受診率向上を図り疾病の早期発見に努

める。

・検診手帳　　　　　　　　3,400冊　　250千円

・クーポン券発行等事務費　3,900枚　　693千円

・子宮頸がん検診　　　　　　800人　5,188千円

・乳がん検診　　　　　　　1,200人　6,410千円

・負担割合：国10/10

環境センター管理運営
事業

3,487 3,487

　供用開始から２７年を経過している環境セン

ターにおいて、老朽化による機能低下が生じてお

り、運転に支障を来たしている設備機器類の修繕

を行うことにより、プラント全体の延命化を図

る。

２．
日本一の
健康長寿

健康診査事業

緊急雇用創出基金事業 113,176
（県）
113,176

労　働　費

３．
生き生き
と働ける

ふるさと雇用再生特別
基金事業

1,474
（県）
1,474

　雇用情勢の悪化を受け、国からの交付金を財源

として県で創設されたふるさと雇用再生特別基金

事業を活用し、地域の雇用機会の創出を図る。

・雇用期間　原則1年以上

・1事業

・雇用人数　1人

　雇用情勢の悪化を受け、国からの交付金を財源

として県で創設された緊急雇用創出基金事業を活

用し、地域の雇用機会の創出を図る。

・雇用期間　原則6ヶ月未満

・25事業（期間延長含む）

・雇用人数　102人

農林水産業費

５．
活力ある
農業の育
成

全国ナシ研究大会事業
（●全国ナシ研究大会
会場整備支援事業費補
助金）

1,160 1,160

　平成２２年に本市を中心に開催される「第５９

回全国ナシ研究大会」の現地視察会場の橋梁整備

に対し支援を行う。

整備地区　南波多町大川原地内

補助金額　1,160千円

３．
生き生き
と働ける

資料　P.14～P.15

資料　P.14
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

商　工　費

コミュニティバス運行
事業

５．
活力ある
農業の育
成

●
伊万里牛素牛生産拡大
事業基金

５．
活力ある
林業の育
成

●
森林整備加速化・林業
再生事業

22,519
（県）
22,519

3,813

　油圧設備の損傷が激しく、洪水時に正常に稼動

しない恐れがあることから改修を行っている有田

川可動堰について、早期完了を図るため次年度整

備予定分を前倒しで実施する。

・負担割合：事業費　国50％ 県42％ 市8％

　　　　　　事務費　国50％ 市50％

10,000 10,000

　優良な繁殖雌牛を購入し規模拡大を行う農家

に、一定期間貸付ける資金に充てる基金を造成

し、優秀な肥育素牛を確保するとともに、繁殖農

家の経営安定を図る。

　積立金　10,000千円

５．
活力ある
農業の育
成

農業用河川工作物応急
対策事業

49,138
（県）
45,325

　森林の間伐や作業道整備に対し定額の補助を行

うとともに、間伐材等の地域木材を活用し整備す

る木造施設の建設に対し支援を行い、森林整備の

促進や林業経営の安定、再生を図る。

　間伐実施加速化事業　　　 　4,400千円

　木造施設整備加速化事業　　18,119千円

・負担割合：県10/10

●
農林地崩壊防止事業 3,200

（分）
800

（県）
1,600

800

　７月２４日～２６日の梅雨前線豪雨により被災

した農林地について、住民の安全を確保するとと

もに農林地を保全するために復旧工事を実施す

る。

　農林地　　2箇所

　　　　　　（木須町木須西、大川内町小石原）

411 411

　障害者が地域社会で自立した生活が行えるよ

う、いまりんバスの運行経路を上伊万里にある障

害者福祉施設まで延長する。

・運行日　月曜日から金曜日(1日2便)

        (土日・祝日、お盆・年末年始は運休)

・運行開始予定　平成21年10月～

資料　P.16

資料　P.17
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　6月22日の強風により、唐臼小屋の葦葺屋根が

崩落したことから、改修を行う。

・改修に伴う変更点

　葦葺⇒銅板葺

　市内全域に係る市道の維持管理に要する経費を

追加する。

　　　　　　　　　　　　　　（補正後）

・工事請負費　35,000千円　（99,000千円）

・原材料費　　14,000千円　（28,000千円）

企業誘致推進総務事業
（●伊万里団地マン
ホールポンプ分解整備
工事）

2,226

藩窯公園管理事業
（●藩窯公園唐臼小屋
屋根改修工事）

3,423 3,423

9,540
（国）
9,500

2,226

　伊万里団地南西部（旧１区）に立地する企業の

工場排水を強制的に伊万里湾側に放流するための

ポンプについて、設置から15年以上経過し、劣化

等がみられることから、分解整備を行う。

土　木　費

道路維持事業 49,000 49,000

40

　路面損傷が著しい不良箇所の大規模な舗装補修

を行う。

・平山・楠立線　Ｌ＝200ｍ

・市道公園橋線　Ｌ＝230ｍ

・事業費

　市道舗装補修工事9,350千円、事務費190千円

・補助率　国1/2

※国庫補助金充当残の９割について地域活性化・

公共投資臨時交付金を充当

道路改築事業
（県営事業負担金）

17,550
（起）
13,100 4,450

　県道伊万里有田線に対する県営事業負担金

・事業費　　117,000千円
・負担割合　　　15/100

●
舗装補修事業

●
橋梁長寿命化修繕計画
策定事業

17,165
（国）
17,100 65

　道路交通の安全性を確保する上で、これまでの

事後保全的な対応から計画的かつ予防的な対応に

転換し、橋梁の長寿命化によるコスト縮減を図る

ため、橋梁の長寿命化計画を策定する。

・全体計画　H21～H23

・H21計画 　橋長15ｍ以上の88橋の点検委託

・本年度事業費

　委託料16,830千円、事務費335千円

・補助率　国1/2

※国庫補助金充当残の９割について地域活性化・

公共投資臨時交付金を充当

資料　P.18

資料　P.19
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

5,775

　福川内川について、下流域が低平地でかつ狭

小、不正形であるため大雨の際には常習的に氾濫

し、住民生活に影響を及ぼしていることから、河

川改修計画書を策定する。

総合流域防災事業 20,154

（国）
19,600
（起）
1,400

△ 846

　煤屋川の改修について、国の補正予算を活用

し、次年度計画を前倒しで実施する。

・全体計画　H17～H26

・本年度事業費

（補正前）　 （９月補正）  (補正後）

 45,754千円 ＋ 20,154千円 ＝ 65,908千円

・補正事業費

　河川改修工事19,825千円、事務費329千円

・補助率　国1/3

※国庫補助金充当残の９割について地域活性化・

公共投資臨時交付金を充当

△ 695

　老朽化が著しい市営住宅について、平成１７年

度から創設された地域住宅交付金制度を活用し改

修・改善を行う。

・事業期間　　H17～H22

・本年度事業費

（補正前）　 （９月補正）  (補正後）

 99,393千円 ＋ 33,818千円 ＝ 133,211千円

・９月補正の事業内容

　<基幹事業>

　立花市営住宅の内部改善工事

　<提案事業>

　設計監理委託料

・補助率　国 4.5/10

※国庫補助金（基幹事業分）充当残の９割につい

て地域活性化・公共投資臨時交付金を充当

●
準用河川福川内川改修
計画策定事業

地域住宅交付金事業 33,818

（国）
31,813
（起）
2,700

5,775

消　防　費

婦人・幼少年消防クラ
ブ育成事業
（●初期消火活動用軽
可搬ポンプ等整備）

1,023
（諸）
1,000 23

　財団法人日本消防協会の助成を受け、女性消防

隊の初期消火活動用軽可搬ポンプ（台車付き）及

び予防活動のための資機材整備を行う。

・配備先　松浦町宿分婦人消防隊

　市内に設置されている地上式消火栓のうち、立

花地区２基、二里地区１基について、経年による

老朽化のため使用不能となっていることから地下

式消火栓に改修を行う。

・工事請負費　1,700千円

警防救急総務事業
（●消火栓改修工事）

1,700 1,700

資料　P.20

資料　P.21

資料　P.22
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

●
消防施設整備支援事業
（防火水槽補修費補助
金）

295 295

　防火水槽の補修に伴う事業費に対し補助を行
う。
・補 助 率　対象事業費（控除額100千円）
　　　　　　の70％
・対象地区　松浦町藤川内区
　　　　　　松浦町下分区

202 202

　積載車格納庫の補修に伴う事業費に対し補助を

行う。

・補 助 率　対象事業費（控除額100千円）

　　　　　　の70％

・対象地区　波多津町浦区（波多津分団１部）

教　育　費

小学校施設管理事業
（●校内ＬＡＮ整備委
託料）

中学校施設管理事業
（●校内ＬＡＮ整備委
託料）

38,525

（国）
29,658
（起）
6,500

2,367

　小中学校のパソコン教室だけでなく、普通教室

においてもインターネット等を利用できるように

するため、整備を行う。

・対象小中学校

　伊万里小・黒川小・滝野小中・南波多中

　牧島小・南波多小・山代西小・東陵中

・負担割合　国1/2

※下線を引いた学校は、国庫補助金充当残の９割

について地域活性化・公共投資臨時交付金を充当

消防団施設整備支援事
業
（●積載車格納庫補修
費補助金）

小学校施設管理事業
（●太陽光発電設備設
置工事）

中学校施設管理事業
（●太陽光発電設備設
置工事）

70,551

（国）
67,020
（起）
3,500

1,302

　今年度パソコン更新を行う中学校において、生
徒が適切にパソコンの操作を行っているか把握す
るため、管理を行う機器を導入する。
・導入学校　　南波多中・東陵中
・負担割合　　国1/2

小学校施設管理事業
（校舎等営繕工事）

中学校施設管理事業
（校舎等営繕工事）

23,762

中学校パソコン管理事
業

31

　二酸化炭素を低減を目的とした太陽光発電推進

のため、発電量１０キロワットの太陽光発電設備

の設置を行う。

・設置小中学校

　牧島小・波多津東小・南波多小・山代東小

　山代西小・啓成中・東陵中・山代中

・負担割合　国1/2

※国庫補助金充当残の９割について地域活性化・

公共投資臨時交付金を充当

23,762

　小学校及び中学校の校舎等営繕工事について、

排水対策や雨漏り等で大規模に補修を行う必要が

あることから増額補正を行う。

・小学校校舎等営繕工事　　 9,850千円

・中学校校舎等営繕工事　　13,912千円

2,604
（国）
1,302
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特定財源 一般財源
事 業 名

５ つ の
まちづくり

財 源 内 訳
事 業 費 説 明

千円 千円 千円

千円 千円 千円

8,358

（国）
3,800
（諸）
4,000

公民館管理運営事業
（●松浦公民館太陽光
発電設備設置工事）

△ 6,958

　6月26日～7月1日、7月24日～26日の梅雨前線豪
雨による災害

　　道路　　18箇所
　　河川　　31箇所　　　計　 　49箇所

558

　一般社団法人新エネルギー導入促進協議会の補

助により、松浦公民館に太陽光発電設備設置工事

を行う。

・発電出力　10キロワット

災害復旧費

公共土木施設災害復旧
事業（単独、現年）

30,043
（起）
31,000 △ 957

　6月26日～7月1日、7月24日～26日の梅雨前線豪
雨による災害のうち、補助対象とならない小規模
災害

　　道路　　39箇所
　　河川　　33箇所　　　計　 　72箇所

△ 1,443

　6月26日～7月1日、7月24日～26日の梅雨前線豪

雨による災害

　　ため池　　5箇所

　　水路　 　21箇所

　　農道　　 30箇所　　　計   56箇所

（分）
13,080
（県）
104,640
（起）
13,000

（国）
132,517
（起）
66,100

公共土木施設災害復旧
事業（補助、現年）

191,659

農業用施設災害復旧事
業（補助、現年）

129,277

農地災害復旧事業
（補助、現年）

49,163

（分）
7,785
（県）
34,167
（起）
7,600

●
林道災害復旧事業
（単独、現年）

400
（起）

200

276

　7月24日～26日の梅雨前線豪雨による災害

　　林道　　2箇所　　  　計　　2箇所

△ 389

　6月26日～7月1日、7月24日～26日の梅雨前線豪
雨による災害

　　畑　　　12箇所
　　田　　　32箇所　　 　計 　44箇所

200

　7月24日～26日の梅雨前線豪雨による災害のう
ち、補助対象とならない小規模災害

　　林道　　2箇所　　  　計　　2箇所

林道災害復旧事業
（補助、現年）

1,952

（県）
976

（起）
700
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（特別会計） ●・・・新規事業

特定財源 一般財源

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

５ つ の
まちづくり

国民健康保険特別会計

説 明

　国民健康保険などの医療保険と介護保険の自己

負担額が高額となった場合に、年間分を世帯で合

算して軽減することができる「高額医療合算介護

サービス給付事業」が開始されるため、その事業

にかかる費用を追加する。

・支給対象期間

　平成20年4月から平成21年7月まで

財 源 内 訳
事 業 費

介護保険特別会計

高額医療合算介護サー
ビス給付事業

19,985

（国）
5,519
（県）
2,498

(支払基金)

5,995
（繰）
2,498

3,475

事 業 名

出産育児一時金支給事
業

2,040

（国）
1,020
（繰）

680

高額療養費特別支給金 1,308
（国）
1,308

　国民健康保険などの医療保険と介護保険の自己

負担額が高額となった場合に、年間分を世帯で合

算して軽減することができる「高額介護合算療養

費支給事業」が開始されるため、その事業にかか

る費用を追加する。

・支給対象期間

　平成20年4月から平成21年7月まで

340

　緊急の少子化対策として、平成２１年１０月か

ら出産育児一時金の支給額が４万円引上げられる

ため、それにかかる費用を追加する。

・支給額　38万円→42万円

・対象人数（見込）　51人

一般被保険者高額介護
合算療養費支給事業

19,349

（国）
6,578
（県）
1,160

11,611

　後期高齢者医療制度に移行する７５歳の誕生月

において、医療費の自己負担額が高額となった場

合に限度額を半分に軽減するため、それにかかる

費用を追加する。

・支給対象期間

　平成20年4月から平成20年12月まで

・自己負担限度額（課税世帯の場合）

　44,400円→22,200円

※後期高齢者医療分については、広域連合に

　おいて同様の措置が行われる。

公共下水道事業特別会計

公共下水道建設事業
（補助）

97,480

（国）
50,000
（起）
50,000

△ 2,520

　汚水管渠整備について、次年度計画分を前倒し

で実施し事業の進捗を図る。

　中里汚水幹線築造工事　L＝300m
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千円

（企業会計）

事 業 費事 業 名
財 源 内 訳

千円

特定財源 一般財源
説 明

資
本
的
収
支

　平成２０年度に予定していた貯水施設建設工

事等の一部や関連する委託業務について、工程

の見直しにより今年度に実施する必要が生じた

ため、委託料と工事請負費をそれぞれ追加す

る。

・補正の内訳

　　委　託　料　　 11,094千円

　　工事請負費　　349,476千円

（起）
360,500

工業用水道事業特別会計

70360,570第４工業用水道建設事業

千円
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事業概要説明資料

　（雇用期間：原則１年以上）

全労働者
実数

うち、新規
雇用者数

1
ＩＣＴ寺子屋（初心
者支援拠点）運営事
業

委託 1 1

1 1

全労働者
実数

うち、新規
雇用者数

1 職員データ整理事業 直接 1 1

2
社会保険取得台帳整
理事業

直接 1 1

3
市有地環境整備等事
業

委託 4 3

4
地域の元気づくり推
進員配置事業

直接 3 3

5
市有の非課税固定資
産（土地）の評価
データ入力事業

直接 1 1

6
全棟調査に係る未評
価家屋等の特定調査
事業

委託 25 19

7 遊休農地調査事業 直接 1 1

8
グリーン・ツーリズ
ム推進事業

直接 1 1

9

認定農業者管理事
業、中山間地域等直
接支払交付金（次期
対策）準備事業

直接 1 1

10 林道環境整備事業 委託 4 3

11
自然公園施設整備事
業

委託 5 5

12
伊万里団地環境整備
事業

委託 4 3

 職員退職時等に要する膨大な職員データのチェック作
業を行うとともに、データ入力ができていない分につい
てはデータ入力作業を行う。

 遊休農地の解消と農地の有効利用のために、市内の全
農地3,950ｈａの利用状況調査及び所有者確認作業、確
認結果のパソコン入力作業を行う。

 グリーン・ツーリズム推進のため、作物や集落等に関
する情報データの収集・整理や、開催を検討するイベン
トの資料作成、市内外に向けた情報発信（ＨＰ作成な
ど）を行う。

 地域住民自らの手で解決する自主・自立的な地域づく
りを目指すため、町公民館に「地域の元気づくり推進
員」を配置し、先進事例の情報収集や住民アンケートの
実施など、地域のまちづくり計画策定の支援を行う。

　林道約12㎞の支障木伐採や側溝清掃を実施し、環境整
備を図る。

①全国担い手協議会が作成されたシステム導入により、
認定農業者管理台帳を作成する。
②中山間地域等直接支払交付金事業の次期対策（平成２
２年度～）に向けて、協定農地等データ管理システムへ
の入力作業を行う。

 紙ベースで管理している臨時職員の社会保険等の資料
を電子データ化し、再製本を行う。

 学校統合による旧学校用地の市有地（普通財産等）約
49,000㎡の草刈り等を実施し、環境整備を図る。

 公会計改革に伴い市有の非課税物件についても評価す
る必要が生じたため、市有の非課税土地32,000筆の評価
及びデータ入力を行う。

 税の基本である公平性の確保及び適正課税の観点から
新規事業として家屋の全棟調査を行う前段として、今
回、未評価家屋並びに滅失家屋の特定調査を実施する。

　支障木の伐採等、伊万里市が有する豊かな自然を活か
した公園の施設整備を行い、都市住民の利用促進を図
る。

　市が管理する伊万里団地内の道路、水路の一部につい
て、維持管理、環境美化の向上を図るため、道路の草刈
及び水路の土砂等の浚渫を行う。

21年度雇用見込（人）
実施
方法

実施
方法

21年度雇用見込（人）

計

緊 急 雇 用 創 出 基 金 事 業

事業名 事業の概要

　（雇用期間：原則６ヶ月未満）

ふるさと雇用再生特別基金事業

事業の概要

 ＩＣＴ初心者を地域でサポートする体制づくりを行う
ために、ＩＣＴ寺子屋を設置し、ＩＣＴに関する研修相
談事業を行う。

事業名
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事業概要説明資料

全労働者
実数

うち、新規
雇用者数

21年度雇用見込（人）
実施
方法

事業名 事業の概要

13
水防倉庫台帳及び要
援護者台帳作成事業

直接 1 1

14
市街地道路環境美化
事業

直接 2 2

15
公共下水道受益者負
担金台帳データベー
ス化等事業

直接 4 4

16
公園整備事業
（※期間延長）

直接 1 1

17
消防水利施設確認調
査及び台帳整理事業

直接 1 1

18
消防団活性化計画推
進対策調査事業

直接 1 1

19 学校等環境整備事業 委託 22 21

20
情報教育指導員配置
事業

直接 6 6

21
特別支援児童生徒サ
ポート事業

直接 2 2

22
食育推進資料のデジ
タルデータ化事業

直接 1 1

23
外国人子女等の支援
事業（※期間延長）

直接 1 1

24
牧島まちづくり推進
プラン活動計画調査
支援事業

直接 1 1

25
歴史民俗資料館収蔵
資料整理事業

委託 8 6

102 90計

　歴史民俗資料館等に保管されている資料の整理と台帳
の作成を行う。

　各小中学校で情報の共有化を図り、より一層、食育を
推進していくために、栄養教諭が作成した指導案や教材
等を編集し、デジタルデータ化する。

　各小中学校の緑地整備や支障木の伐採、施設の安全点
検、通学路及び防犯灯の点検を行う。また、学校施設の
保全とともに、校舎敷地内や通学路等を含めた危険箇所
の点検整備を行い、学校環境を整備する。

　外国人子女等の学校生活支援及び適応指導を行うた
め、母国語を理解できる者を在籍する学校に配置する。
※４月から７月まで（１学期）の予定で実施中の事業の
うち、一校を延長して実施。

　市民が安全で快適に利用できるよう、市内公園等の支
障木の伐採や草刈を行う。
※現在、４～１２月の予定で実施している同事業につい
て、実施期間を３月まで延長するもの

　違反広告物の除去及び通報、道路の除草、タバコの吸
い殻等ゴミの除去など、市街地道路及び周辺の環境美化
作業を実施し、道路利用者に安心・安全で快適な道路環
境を提供する。

　小中学校において心身に障害を持った児童生徒の介
護、支援を行うために、支援員を配置する。

　今年７月にオープンした「カブトガニの館」をベース
にして、りんりんロードの活用や塩田・川副新田など埋
もれた地域資源を見直した新たな集客プランの調査、計
画立案作業を行う。

消防団員を確保するために、市内各地区の人口推移の調
査や各地区住民に対しての統合・再編した場合のメリッ
トやデメリット等の聞き取り調査を行い、データ化す
る。

　小中学校における教職員の情報活用、校務処理のため
のパソコン能力のスキルアップを図るために、小学校に
４名、中学校に２名、合計６名の指導員を配置する。

　公共下水道の賦課台帳と字図のデータをデータベース
化するとともに、未接続世帯等の下水道事業等に対する
理解を深めるため、戸別訪問による啓発活動を行う。

①水防倉庫や水防活動用土砂採取場所の現場調査を行
い、現場の写真管理や資機材の配備内容について台帳に
記録する。また、堤防の危険箇所なども写真管理を行
い、水防活動に必要な資料として台帳と一緒に記録す
る。
②災害時要援護者避難支援プラン作成に必要となる要援
護者台帳のデータ入力を行う。

　消防水利の現況調査と点検記録の作成や水利施設の
データ入力を行う。また、消火栓等消防水利の所在表示
やフェンスなどの軽微な補修等も併せて行う。
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事業概要説明資料

◆既存事業と新事業との比較

主な採択基準

【貸付対象者】

　　原則として、満６０歳未満の者で、繁殖

牛の飼養頭数を本事業により貸付を受け

た頭数分増加させ、貸付期間中は増頭後

の頭数以上の経営規模を維持する繁殖農

家

【貸付頭数】

　　２頭／人

【貸付期間】

　５年以内（貸付金利は無利息）

【貸付期間】

　５年以内（貸付金利は無利息）

【貸付頭数】

　１頭／人

　伊万里市が国、県の補助を受けて造成し

た家畜導入基金により繁殖用に供する雌

牛を購入し、高齢者等に一定期間貸付を

行う。

　伊万里市単独で造成した家畜導入基金

により繁殖用に供する雌牛を購入し、規模

拡大を行う農家に一定期間貸付を行う。

事 業 内 容

【貸付対象者】

　農業に従事する満６０歳以上の者等

伊万里牛素牛生産拡大事業

［既存事業］ ［新　事　業］

肉用牛特別導入事業
（高齢者等肉牛飼育モデル事業）

事 業 名

伊万里市 伊万里市事 業 主 体

伊万里牛素牛生産拡大事業基金
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事業概要説明資料

●新規設置バス停

コミュニティバス運行事業

平尾

●

●

伊万里養護学校

上伊万里施設前

●

延
長
区
間
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事業概要説明資料

企業誘致推進総務事業（伊万里団地マンホールポンプ分解整備工事）

工場排水埋設管：

雨 水 排 水 路：
伊万里湾

ポンプ設置位置

ポンプ排水口

ポ ン プ 室 内 部ポンプ設置位置

旧１区
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事業概要説明資料

舗装補修事業

平山・楠立線 L=200m  A=1,400㎡

公園橋線　L=230m  A=1,400㎡

-19-



事業概要説明資料

煤屋川

煤屋橋

新田橋

道府橋

農道橋

農道橋

伊万里市波多津町煤屋

H21 当初予算
橋梁設計･地質調査

H21 当初予算
用地補償

H21 当初予算
築堤工、法面
工　水路付替

H21.9補正
護岸工
L=160m

総合流域防災事業
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事業概要説明資料

準用河川 福川内川

 平成21年度計画  河川改修計画策定

測量業務（現地踏査、縦・横断測量、法線測量外） １式

計画業務（流出解析検討、概略河道計画検討外） １式

準用河川福川内川改修計画策定事業

福川内川改修計画区間　L=480m
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地域住宅交付金事業

位置図

計画図
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